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第１章 奈良市の廃棄物行政の歴史 

 

１－１ 概説 

本市におけるごみ処理事業は、明治33年(1900年)に汚物掃除法（法律31号）が

施行されたその年に塵芥搬出車４台、作業員４人で市内を５区に分けて清掃業

務を実施したのが始まりである。 

大正13年当時10台の手押車に箱をのせてごみを収集して済美小学校、大森町

及び旧奈良商業高等学校附近に埋立処分していた。 

昭和４年、市内三条町に高橋焼却場(21t/日・焼却バッチ式)の完成によって焼

却処理も手がける。昭和24年には、初めて1.5t小型トラック４台を購入、機動力

を備え肩引車と共に収集する。昭和30年頃には、全車小型トラックに切換えられ

た。昭和30年には、奈良阪焼却場建設(15t/日・焼却バッチ式)、また焼却できな

いごみなどは附近の民有地の田、山林を借受けて埋立処分を行い徐々に業務の

拡大を図った。 

昭和40年３月には市内柏木町にごみを高速堆肥で急速に肥料化するコンポス

ト工場(50t/日)を建設する等、ごみ排出量の増大に対応すべく施設の整備を図

った。その後、ごみの多様化に伴い、高分子系ごみの排出の増加から肥料生産が

困難になったのと、化学肥料の普及により利用も少なく、昭和44年３月コンポス

ト工場による処理を中止し、昭和47年３月にこの事業を廃止した。 

昭和43年５月に市内芝辻町飛地の谷間（中ノ川町付近）に一般廃棄物最終処分

場第１・２次(29,200m2)を、また昭和46年６月に第３次として(29,834ｍ2)を設置

した。しかし、急激なるごみの増加で最終処分場がすぐ満杯になり、昭和47年５

月から奈良阪町地内に民有地を借用し、一般廃棄物第４次最終処分場を設置し、

また昭和50年11月には、第５次最終処分場を、また昭和55年11月より第６次最終

処分場を、昭和57年６月より緊急時最終処分場を同地内に設置した。 

昭和46年12月に１日360t（120t×３基）の焼却能力をもつ（現・左京五丁目2

番地に）清掃工場（施設は解体済み）を建設した。しかし、年々増加するごみ量

と、ごみ質の多様化に対して、昭和55年度・56年度の継続事業として１日120t焼

却炉を１基増設した（現・左京五丁目２番地、焼却炉は現・環境清美工場１号炉）。 

昭和57年から昭和60年度にかけて、１日120t処理能力を有する新焼却炉３基

（現・環境清美工場２号炉、３号炉及び４号炉）を建設し、昭和60年８月に竣工

した。清掃工場の旧炉３基は廃止し（施設は解体済み）、現・環境清美工場は、

清掃工場の増設１炉（現・環境清美工場１号炉）と合わせて４基(１日480t規模)

体制となった。 
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１－２ 清掃事業年表 

 

年代 事業内容 備考 

明治31年  市政施行 

人口29,986人 

明治33年 市直営で塵芥搬出車４台、作業員４

人を入れ、市内を５区に分けて清掃

業務を開始 

汚物掃除法(3月6日制定) 

大正13年 10台の手押車に箱をのせて収集 収集場所：清美小学校の西

南付近大森町 

埋立場所：旧奈良商業高等

学校付近 

昭和４年 高橋焼却場完成 

(21t/日 焼却バッチ式) 

馬車４台、手押車10台と作業員８人

で収集 

所在地：三条町地内 

 

昭和24年 市が初めて1.5t車小型トラック4台

を購入し、手押し車と共に収集 

 

昭和29年  清掃法(４月22日制定) 

昭和30年 奈良阪焼却場完成 

(15t/日焼却バッチ式) 

奈良市清掃条例施行 

(８月１日) 

昭和40年 コンポスト工場完成 

(50t/日) 

所在地：柏木町地内 

昭和47年に機能発揮せず

廃止 

昭和43年 東部一般廃棄物第一次、第二次最終

処分場を開設(29,200m2) 

所在地：芝辻町飛地の谷間

(中ノ川町付近) 

昭和44年 清掃工場建設に伴う敷地、測量、調

査 

人口20万人突破 

人口201,828人 

昭和45年 清掃工場建設着工 

(360t/日)規模 

「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」制定 

昭和46年 ・清掃工場竣工 

(120t/日×３基) 

連続燃焼式 

 

・東部一般廃棄物第三次最終処分

場を増設(29,834m2) 

・所在地：(清掃工場) 

佐紀町地内（現・左京五丁

目２番地） 

・所在地：(最終処分場)芝

辻町飛地の谷間(中ノ川町

付近)  

・「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」施行 

昭和47年 奈良阪焼却場廃止 

(15t/日焼却バッチ式) 

「奈良市廃棄物の処理及

び清掃に関する条例」施行 
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昭和57年 清掃工場増設炉竣工 

(120t/日×１基) 

現・環境清美工場１号炉 

昭和60年 環境清美工場新設炉竣工 

(120t/日×３基) 

現・環境清美工場２号炉、

３号炉及び４号炉 

昭和62年  町名変更 

左京五丁目２番地 

昭和63年  環境清美センターと称す 

平成元年 旧清掃工場焼却炉解体  

平成11年 環境清美工場ダイオキシン削減対

策工事開始 

 

平成12年  「ダイオキシン類対策特

別措置法」施行 

平成14年 ダイオキシン削減対策工事完成 ダイオキシン類恒久対策

値の適用 

平成15年 環境清美工場周辺住民より公害調

停申請 

 

平成17年 公害調停調書への調印  

 

 

１－３ 施設概要 

 

環境清美工場 

所在地 左京五丁目２番地 

全敷地 41,521.24m2 

工場敷地面積 30,000m2 

竣工 昭和57年３月(１基) 

→清掃工場の増設炉として建設 

昭和60年８月(３基) 

焼却能力 480t/24h 

(120t/24h×４基) 

炉形式 全連続燃焼式 

都市計画決定理由 現在、奈良市の北部にて36万人口に対応すべく昭和45

年度より清掃工場が設置されているが、現施設の焼却

能力の低下と合わせ、消費生活の向上に対処して再検

討した結果、本案のように焼却設備能力の増強を図り、

都市生活環境の増進に寄与するものである。 
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第２章 公害調停 

 

２－１ 公害調停とは 

公害調停とは、公害紛争処理法に基づき、公害に係る紛争について、公害審査

会委員の中から選ばれた３名の委員からなる調停委員会が、当事者の間に入っ

て両者の話し合いを積極的にリードし、双方の互譲に基づく合意によって紛争

の解決を図る手続きのこと。提示された調停案に当事者間が同意すれば、民法上

の和解が成立することとなる。 

公害紛争処理法 

（目的） 

第一条 この法律は、公害に係る紛争について、あつせん、調停、仲裁及び裁定の制度を

設けること等により、その迅速かつ適正な解決を図ることを目的とする。 

（申請） 

第二十六条 公害に係る被害について、損害賠償に関する紛争その他の民事上の紛争が

生じた場合においては、当事者の一方又は双方は、公害等調整委員会規則で定めるところ

により中央委員会に対し、政令で定めるところにより審査会等に対し、書面をもつて、あ

つせん、調停又は仲裁の申請をすることができる。 

 

なお、「公害紛争処理制度」や「調停」については、国や県のホームページに

次のとおり取りまとめられている。 

公害紛争処理制度 

公害紛争の迅速・適正な解決を図るため、司法的解決とは別に「公害紛争処理法」に基づ

き公害紛争処理制度が設けられている。 

 公害紛争処理制度は、民事訴訟と比べて簡易、迅速、低廉であることに加え、法律や公

害の専門家が委員となり、必要に応じて現地調査を行うなど、公害紛争の解決に特化した

制度であり、あっせん、調停、仲裁、裁定といった手続がある。 

公害紛争を処理する機関としては、国に公害等調整委員会が、都道府県に都道府県公

害審査会等(奈良県には奈良県公害審査会)が置かれている。 

（参考：総務省HP、奈良県HP） 

 

調停 

公害審査会委員の中から選ばれた３名の委員からなる調停委員会が、当事者の間に入っ

て両者の話し合いを積極的にリードし、双方の互譲に基づく合意によって紛争の解決を

図る手続きで、これまでに最も多く利用されている制度。調停においては、調停委員会が

主体となって話合いを進めるが、当事者双方がお互いに譲り合って紛争の解決を図るこ

とが必要となるため、当事者の一方が出席をしない場合や、話合いの結果、合意が成立す
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る見込がない場合には、調停手続が打ち切られる。 

調停委員会は、当事者双方から繰り返し意見聴取

を行ったり、事件の関係人や参考人に陳述や意見を

求めたり、あるいは必要な調査をしたりして、当事

者の主張を整理するとともに、当事者の主張の根拠

となる事実をできるだけ明らかにしたうえで、これ

らの結果をもとに調停案（調停条項）を作成し、当

事者間に紛争解決についての合意ができるよう努め

る。提示された調停案に当事者間が同意すれば、民

法上の和解が成立するが、調停書に強制力はない。 

（参考：奈良県HP） 

 

 

２－２ 公害調停が締結された経緯 

 調停申請が提出されるまでの動きとして、平成13年４月に左京地区自治連合

会において「清掃工場撤去推進委員会」を発足した。同年８月、左京地区自治連

合会より、工場撤去を求めた署名を奈良市に提出し、同年12月、左京・佐保台・

右京・神功の４自治連合会が早期撤去を求める決議書を奈良市に提出した。 

その後、平成15年８月に、現環境清美工場周辺住民の方々からごみ焼却による

環境汚染の問題等、５つの争点を主張とした公害調停が奈良県公害審査会に申

請された。 

■申請人の会提出「調停申請書」の調停を求めた５つの争点 

①焼却による環境汚染の問題 

②清掃工場の立地問題 

③奈良市による「移転約束」の問題 

④住民間不平等の問題 

⑤建て替え計画の不合理性 
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２－３ 論議の概要 

申請人の調停を求める事項は、環境清美工場の焼却施設の稼働に伴う大気汚

染による申請人らの健康及び生活上の被害を根絶するため、同施設の操業を停

止し、同施設の移転を求めるものであった。平成15年12月22日の第１回調停期日

から、現地確認も経て20回にわたる調停期日を開催し、協議を重ね、その間、環

境汚染、施設の立地問題、移転約束、住民間不平等、基本計画の不合理性等々を

争点に双方から主張、説明、検証を行った。 

 

時期 概要 

平成15年12月22日 

(第１回調停期日) 

＊申請人側主張 

焼却施設の稼動に伴う大気汚染による申請人らの健康

及び生活上の被害を根絶するため、同施設の操業を停止

し、同施設の移転を求める。 

（環境汚染、施設の立地問題、移転約束、住民間不平等、

基本計画の不合理性） 

 

＊被申請人側（市側）主張 

本件焼却施設の稼動について、大気汚染による申請人ら

の健康及び生活上の被害を発生させないため最大の努力

を行い、操業を継続する。 

（健康被害をもたらす環境汚染はない、法を遵守し建設、

移転約束していない、計画と合致している） 

平成16年２月13日 

(第２回調停期日) 

本調停の手続きに関する基本的確認事項として 本調停

手続きを重視し、尊重すること。本調停継続中の建替え

工事には着手しないこと及び資料開示。 

平成16年４月８日 

(第３回調停期日) 

・健康被害等を論点とした被申請人意見書の補足説明 

・工場移転約束を論点とした申請人意見書及び被申請人

意見書の補足説明 

・平成４年奈良市一般廃棄物処理基本計画に係る申請人

意見書の補足説明 

平成16年５月17日 

(第４回調停期日) 

・平成４年奈良市一般廃棄物処理基本計画について 

・定期整備時にピット内に貯留したごみの処理 

・煙道が70ｍであることによる性能上の問題の有無 

・平成14年度基本健康診査結果に基づく本件対象地域に

おける健康被害の有無の考え方 
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平成16年７月20日 

(第５回調停期日) 

・焼却施設の立地問題（住宅地や小学校に近接している

本件施設の立地が適正でないこと）について 

・申請人側の意見書 市長の焼却場（新施設）の地下方

式を導入したい旨の発言の補足説明 

・健康調査の実施の要否 

平成16年９月29日 

(第６回調停期日) 

・減温塔清掃ダスト及び周辺土壌の分析結果報告 

・移転約束及び鍵田新市長の移転公約について 

平成16年11月24日 

(第７回調停期日) 

・本件施設の故障可能性の有無 

・健康被害に関する統計処理の報告 

・鍵田市長の意向について 

・申請人側から提出の調停案について 

平成17年１月24日 

(第８回調停期日) 

・停電時におけるバイパス煙道の機能 

・減温塔清掃ダストと減温塔からでる飛灰の処理 

・調停案について 

平成17年２月24日 

(第９回調停期日) 

・大気汚染と健康被害について 

・本件施設の構造について 

・本件施設の立地問題について 

・調停案について（調停条項の検討） 

平成17年３月24日 

(第11回調停期日) 

調停委員会と被申請人との個別審議 

・調停条項（期限、策定委員会）について 

・移転を前提とした予算修正案可決による影響 

平成17年３月28日 

(第12回調停期日) 

・申請人側の陳述、提案及び調停案について 

平成17年４月28日 

(第13回調停期日) 

・申請人調停案（修正案）について 

平成17年５月25日 

(第14回調停期日) 

・申請人側の陳述 

・申請人側調停案（修正案）に対する意見 

平成17年７月４日 

(第15回調停期日) 

・申請人側の陳述に対する意見 

・申請人意見書について（調停案） 

調停成立のため次回期日には委員会からの調停案を提示

要望 

平成17年７月15日 

(第16回調停期日) 

調停委員会と双方代理人審議 

・調停条項について、具体的表現の検討 

調停委員会から、次回期日に調停案を提示する予定 

平成17年８月19日 

(第17回調停期日) 

被申請人側：藤原市長の基本姿勢、考え方を説明 

申請人側：住民陳述 期限を重視してきた、期限を消した
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理由を明らかに。調停委員会の英断を期待する。市長に

は、継続性があるものと踏まえてもらわなければならな

い。 

委員会：一定の期限を想定しつつ、用地確保の不安をど

う解決するのか。８月26日調停案提示、９月２日双方意

見書、９月８日最終調停案（調印あるいは、受諾勧告を

想定したスケジュール案 

平成17年９月８日 

(第18回調停期日) 

１０月８日までの約１ヶ月の間に、調停委員会より本日

提示の第２調停案について、申請人、申請人代理人、被

申請人代理人により調停委員会の第２案の主旨を市長に

説明し、成立に向けて合意の調整を図る。 

平成17年10月19日 

(第19回調停期日) 

前回期日を踏まえて、双方が話し合いにより合意に達し

た調停条項案を調停委員会へ報告、委員会として双方の

話し合いの結果である調停条項に異存はない。 ただし、

地方自治法の規定を尊重し、調停条項案の議会の議決を

経たのち、次回期日に調停調書への調印を行い調停成立

の運びとする。 

平成17年12月８日 奈良県公害審査会による調停条項案の受諾について、奈

良市議会において全会一致で可決 

平成17年12月26日 

(第20回調停期日) 

双方代理人による調停調書への調印により、調停成立。 

 

 

２－４ 調停案の市議会における全会一致での可決 

前述の調停期日を経て、平成17年12月、最終的に現環境清美工場周辺住民

3,524名から成る公害調停申請人と奈良市との間で、移転建設を趣旨として公害

調停が締結された。 

なお、この調停条項案については、平成17年12月定例会において、全会一致で

受諾することを決定したうえで、締結されたものとなる。 
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平成17年12月定例会において調停条項案に賛成した議員一覧 

池田慎久 山口誠 高杉美根子 高橋克己 奥田正治 大谷督 

大坪宏通 植村佳史 松石聖一 藤本孝幸 土田敏朗 峠宏明 

山本清 山中益敏 金野秀一 上原雋 三浦敎次 矢野兵治 

松村和夫 北村拓哉 大橋雪子 柿本元気 横井健二 中西吉日出 

橋本和信 米澤保 大国正博 浅川仁 幾田邦夫 東久保耕也 

小林照代 天野秀治 岡本志郎 和田晴夫 蔵之上政春 北良晃 

西本守直 山口裕司 船越義治 森田一成 井上昌弘  

原田栄子 矢追勇夫 松岡克彦 松田末作 京岡佐代子  
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２－５ 公害調停の内容 
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２－６ 公害調停と策定委員会 

策定委員会は、調停条項第１条第１項第１号を根拠として設置された委員会

となる。また、策定委員会の役割として、調停条項第１条第１項第２号に「用地

の選定方法については、公募も視野に入れ、移転建設計画策定委員会において決

定する」と規定されているとおり、策定委員会において用地の選定方法を決定す

ることとなっている。なお、「新施設の用地の候補地の選定」については市が行

うものであり、策定委員会は「選定方法」を決定することが規定されている。 

 

 

２－７ 公害調停の法的効力 

公害調停は、裁判所による調停とは異なり、判決と同一の効力は認められない

が、民法上の和解契約としての効力を有するとされており、これが法的位置づけ

となる。よって、この公害調停を変更する場合には、申請人全員の合意が必要と

なる。また、市が一方的に破棄する場合には、申請人のうち１人でも損害賠償請

求等を行うことが可能である。 

 

 

２－８ 公害調停を無視することが現実的ではない理由 

公害調停の法的効力を踏まえた上で、公害調停を履行しない場合の手法につ

いて推測すると、次のようなケースが考えられる。 

まず、一つとしては申請人との合意により調停を変更するという場合、これは

本件調停が契約と同様の効力を有する以上、全当事者の合意があればこれを変

更し得るし、逆に全当事者の同意がなければ変更し得ないというふうに考えら

れる。このような合意については、以前に候補地として検討していた東里地区の

断念後に左京地区の住民と意見交換を行ったが、現地建替の反対の声が大半で

民法 

第十四節 和解 

（和解） 

第六百九十五条 和解は、当事者が互いに譲歩をしてその間に存する争いをやめること

を約することによって、その効力を生ずる。 

（和解の効力） 

第六百九十六条 当事者の一方が和解によって争いの目的である権利を有するものと認

められ、又は相手方がこれを有しないものと認められた場合において、その当事者の一方

が従来その権利を有していなかった旨の確証又は相手方がこれを有していた旨の確証が

得られたときは、その権利は、和解によってその当事者の一方に移転し、又は消滅したも

のとする。 
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あったということ、また、過去に同地区に対して戸別訪問を実施したが、その結

果においては、既に申請人の一部が亡くなっていたり、転居していることなども

確認しており、全員との合意による変更は、実現の可能性はほとんどないと判断

をするしかないと考えられる。 

次に、この公害調停を市のほうで一方的に破棄することを考えた場合には、や

はりこの調停の効力が残ったままの状態であり、実現できなかった場合の責任

は市に残ることとなる。その場合には、申請人全員に金銭的補償等の可能性があ

ると考えられる。 

また、市が調停条項を破棄、もしくは無視をして、現地である左京地区におい

て建て替えを強行しようとする場合には当然、現地における建設の禁止を求め

る差止め請求が提起される可能性は非常に高いと考えることができる。 

この差止め訴訟の提起及びその仮処分の申立ては、本件調停申請人の一部の

人間のみで原告または申立人となり得る。 

また、調停条項の不履行責任を追及した損害賠償請求も考えられる。この場合

は、仮に公害の発生等の実害がなかったとしても、精神的苦痛に対する慰謝料な

どについては訴えることはできると考えられる。 

これらの場合、請求等を受ける訴訟リスクも考えられます。そして、それらの

リスクには時間的な負担、また財政的な負担が生じるという点、そして行政に対

する信用の低下も非常に大きいものであるというふうに考えることができるた

め、市は公害調停を遵守することが必要であると考えている。 

 

 

２－９ その他公害調停に関する議論 

その他の公害調停に関する議論として、「環境清美工場を現地で建替えを行う

条例」等を制定することができた場合、現地建替を義務付けできる旨の見解があ

るとの意見があった。 

本件について、調停条項は、民法上の和解契約としての効力を有し、市は調停

条項で合意した内容に拘束され、仮に想定しているような「環境清美工場を現地

で建替えを行う条例」等を制定することができたとしても、調停条項の効力に影

響を及ぼすものではなく、現地建替えを行った場合に調停条項違反に当たるこ

とに変わりはないと考えられるため、従来の考え方どおり公害調停を一方的に

破棄することは現実的ではないと考えている。 
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第３章 奈良市クリーンセンター建設計画策定委員会 

 

３－１ 策定委員会の概要 

 奈良市クリーンセンター建設計画策定委員会（以下、策定委員会という。）は、

平成17年12月26日に現施設の移転建て替えを主旨とした、14条に及ぶ調停条項

が締結され、調停条項第１条第１項第１号に基づき、設置された機関である。 

 なお、策定委員会の委員については、委員の構成要素が調停条項第６条に記載

されており、その構成要素を遵守するとともに、策定委員会規則第３条の規定に

基づき委嘱している。 

 

奈良市クリーンセンター建設計画策定委員会規則 

（組織） 

第３条 委員会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 自治連合会の代表者 

(３) 市民から公募した者 

(４) その他市長が適当と認めた者 

 

策定委員会の所掌事務は、奈良市クリーンセンター建設計画の策定に関する

こと、奈良市クリーンセンター建設計画に係る用地の選定及び事業手法の検討

に関すること、ごみ焼却施設の移転までの間における当該施設の設備及び焼却

方法の変更等に関すること及びその他奈良市クリーンセンターの建設に必要な

事項であり、平成18年２月14日に第１回策定委員会が開催以後、令和７年５月２

日に開催された第70回策定委員会まで審議を続けている。 

 

３－２ 策定委員会の審議の経過 

第１回策定委員会から中ノ川町・東鳴川町が候補地として選定され、断念する

までの審議の経過及び策定委員会からの報告を以下に示す。 

 

時期 事項 

平成18年２月14日 

(第１回策定委員会) 

～ 

平成18年３月30日 

(第２回策定委員会) 

・ごみ焼却施設の移転候補地区を選定する際の基本

条件について審議 

①300m以内に学校、幼稚園、保育園及び病院等がな

く、住宅地群に近接していないこと  

②自然環境を保全するため、自然公園地域、風致地
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区、環境保全地区等には設けないこと  

③生活環境を保全するため、人口の密集した地域

や、住居専用地域（都市計画法）等には設けない

こと  

④防災面に配慮するため、災害の危険性がある地域

は避けること  

⑤ごみの収集・運搬効率がよく、焼却後の残渣の処

理に便利な場所を選ぶこと  

⑥将来にわたって、土地利用が決まっている地区に

は設けないこと  

⑦搬出入のための主な道路が整備出来ているか、整

備出来ることが確実な場所であること  

⑧電気、ガス、水道等の供給設備の整備が困難でな

いこと  

⑨その他の条件（バッファゾーン、ハーモニーゾー

ンに指定されている地域を除外。保安林、農振農

用地区域及び斜面の勾配が１：２以上の急勾配の

範囲はなるべく避ける。） 

平成18年６月１日 

(第３回策定委員会) 

～ 

平成18年11月28日 

(第６回策定委員会) 

・一次選定を実施 

１．基本条件①、②、⑤、⑥を反映し、条件に合わ

ない地区を除外した広域ネガティブマップを

作成 

２．10ha以上の空地が確保できる区域を反映し、条

件に合う地区を示した広域ポジティブマップ

を作成 

３．広域ネガティブマップ、広域ポジティブマップ

を重ね合わせることにより、広域候補地区の選

定 

・25箇所の候補地を選定 

平成19年１月30日 

(第７回策定委員会) 

～ 

平成19年７月23日 

(第10回策定委員会) 

・二次選定を実施 

１．一次選定の条件に基本条件の③、⑦、⑨を加味

したうえで、10ha以上の空地が残る箇所に絞り込み 

・15箇所の候補地を選定 

平成19年８月21日 

(第11回策定委員会) 

・中間報告（案）について審議 
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～ 

平成19年９月２６日 

(第12回策定委員会) 

平成19年11月15日 ・策定委員会から「ごみ焼却施設移転建設計画の策

定（中間報告）」報告 

平成19年11月28日 

(第13回策定委員会) 

～ 

平成20年４月25日 

(第17回策定委員会) 

・三次選定を実施 

１．住宅地からの距離が100mの範囲を除外 

２．活断層から300m以内の範囲を除外 

３．空地面積が10ha以上であること  

・建設候補地を15箇所から９箇所に絞込み 

平成20年６月３日 

(第18回策定委員会) 

～ 

平成21年11月13日 

(第29回策定委員会) 

・下記、３項目について評価を行い、建設候補地を

９箇所から４箇所に絞込み 

１．住宅の近接状況や道路交通への影響等環境への

影響度 

２．維持管理、収集運搬にかかる費用等経済効率 

３．候補地の応募状況、土地の所有者数といった用

地取得の難易度 

平成22年１月19日 

(第30回策定委員会) 

～ 

平成23年３月２日 

(第38回策定委員会) 

・候補地として⑥－１川上町、中ノ川町地内、⑥－

２中ノ川町、東鳴川町地内の２箇所を選定 

１．総合評価点及び現地視察による総合判断の結

果、２箇所を選定し、委員会の最終検討結果「奈良

市クリーンセンター建設候補地の選定について（報

告）」を市に報告 

平成23年４月27日 

(第39回策定委員会) 

 

・施設整備のあり方について 

・東部地区自治連合協議会への協力依頼について報

告 

⇒候補地選定の経緯を全市民に広報することとす

る 

平成23年５月26日 

(第40回策定委員会) 

・しみんだよりへの掲載（案）について 

・東部地域における交通社会実験について 

平成23年８月４日 

(第41回策定委員会) 

・クリーンセンター建設計画想定質問及び回答集

（案）について 

・しみんだより掲載による市民からの意見について 

平成23年９月16日 

(第42回策定委員会) 

・クリーンセンター建設計画想定質問及び回答集の

修正（案）について検討 

・事業スケジュールについて 
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・交通の社会実験の取りやめについて報告 

平成23年11月17日 

(第43回策定委員会) 

・交通量調査での般若寺交差点の現状分析について

報告 

・環境アセスメントの手続き等について説明 

平成24年１月12日 

(第44回策定委員会) 

・策定委員会から奈良市に対して、意見書を提出す

ることについて検討 

⇒１月中に意見書を提出することとする 

・候補地周辺地域の４自治会からの意見書について

説明 

平成24年１月30日 ・策定委員会から「奈良市クリーンセンター建設計

画策定委員会よりの意見」を市に提出 

平成24年２月23日 

(第45回策定委員会) 

・意見書の提出について 

・道路問題の進捗状況について 

平成24年３月28日 

(第46回策定委員会) 

・意見書の提出について 

・東部地区自治連合会との協議内容説明 

・道路整備（案）、環境アセスメントについて説明 

平成24年６月27日 

(第47回策定委員会) 

・一般廃棄物処理基本計画の見直しについて報告 

・周辺の大気汚染データ比較と新旧施設の排ガスデ

ータ比較 

・最新のクリーンセンターの環境対策等について報 

告 

・タウンミーティングの報告 

・策定委員会が環境事前調査に関わる 

平成24年８月23日 

(第48回策定委員会) 

・道路整備案の追加内容について説明 

⇒具体的な整備場所は地元との協議を踏まえるこ

ととする 

・最新ごみ焼却施設（新潟市新田清掃センター）の

ＤＶＤ視聴 

平成24年11月15日 

(第49回策定委員会) 

・東部地域での報告会について説明 

・建設候補地を２ヶ所から１ヶ所へ絞り込むことに

ついて審議 

⇒次回、候補地を１か所に絞り込むとする 

平成25年１月17日 

(第50回策定委員会) 

・候補地として⑥－２中ノ川町、東鳴川町を報告 

１．総合評価点、候補地の状況、環境・景観及び費

用面を比較した結果、策定委員会から奈良市に「建
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設候補地を中ノ川町・東鳴川町」がふさわしいと報

告 

平成25年３月４日 ・市が建設候補地を⑥－２中ノ川町、東鳴川町とす 

る 

平成25年３月13日 

(第51回策定委員会) 

・奈良市ごみ焼却場建設問題を考える会からの申入

書について 

・リレーセンターについて 

⇒検討部会を設置する 

平成25年７月５日 

(第52回策定委員会) 

・東部地区自治連合協議会からの白紙撤回申入書他 

⇒内容把握のみ行い、言及せず 

・余熱利用事例について説明 

平成25年８月23日 

(第53回策定委員会) 

・公害調停の経緯及び調停条項の再確認 

平成27年４月20日 

(第54回策定委員会) 

・クリーンセンター建設計画の現在までの進捗状況

について説明 

・奈良市クリーンセンター施設基本計画策定等業務

について 

平成28年１月13日 

(第55回策定委員会) 

・奈良市クリーンセンター施設基本計画策定等業務

について 

⇒基本計画の概要を「参考」とし、地元交渉を行う 

平成28年８月３日 

(第56回策定委員会) 

・クリーンセンター建設計画の現況について 

⇒委員から『ごみの区域外処理』や『ごみ処理の広

域化』について調査してみるのも一案である」と

提言される 

平成29年５月１日 

(第57回策定委員会) 

【非公開での策定委員会を開催】 

・クリーンセンター建設計画の取り組みと現状につ

いて 

⇒「ごみの区域外処理」及び「ごみ処理の広域化」

を説明 

平成29年７月13日 

 

中ノ川町・東鳴川町での計画の断念を表明 

『断念理由』 

・アクセス道路を含む国道の全面４車線化などの要

望が事実上、実現不可能であること 

・地元関係自治連合会との対話の窓口が閉ざされた

こと 
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３－３ 建設候補地中ノ川町・東鳴川町との協議内容 

 平成18年２月から平成25年３月までの約７年間の議論の末、中ノ川町・東鳴川

町が最終候補地に選定されるも、かつて市が地区内で行ったごみ埋立てにより

多大な迷惑を被ったこと、また、アクセス道路を含む国道の４車線化など実現困

難な要望や厳しい意見がある中、住民説明会の開催や地区内全戸訪問による説

明を行ったが、最終的に当該地周辺住民の理解を得るには至らず、平成29年７月

に当該地での建設計画を断念することとした。 

当該地周辺住民との協議の経過を以下に示す。 

 

時期 事項 

平成19年12月19日 東部地区自治連合協議会から「ごみ焼却施設移転建設計

画の策定（中間報告）に関する意見書」が提出される 

・国道369号線の4車線化必須であるとの意見 

平成22年１月14日 東部地区自治連合協議会から「奈良市ごみ焼却施設移転

候補地の選定に関する申入書」が提出される 

・国道号線等の４車線化が話し合いのテーブルに付く条

件 
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平成24年10月20日 奈良市クリーンセンター建設計画に係る報告会の開催 

・建設候補地の選定の経緯や国道369号などの対策、環境

に配慮された最新型の焼却施設の排ガスデータなどに

ついて説明 

平成25年２月４日 奈良市東部地区自治連合協議会から奈良市議会にあてに

請願書（奈良市クリーンセンター建設計画の最終候補地

選定の白紙撤回を求める請願書）が提出される（請願第

16号） 

➡平成25年７月30日奈良市議会議員任期満了のため、審

議未了 

『請願の主な内容』 

①東部地域の生活道路の確保について（交通車両増加に

よる道路交通の麻痺） 

②過疎化に対する問題について（道路事情悪化による住

民の地域離れ） 

③自然環境保護の問題について 

（東大寺、興福寺及び春日山原始林があること、最終処

分場があったことによる被害、産業廃棄物処理場があっ

たこと、産業廃棄物中間処理施設が存在することによる

被害があること） 

『当時の市の考え』（奈良市議会会議録より） 

①国道369号全線約３kmの道路整備拡幅案の提案。クリー

ンセンター建設に伴う車両数の増加に対する車両削減

案の提案を行う。 

③市：環境アセスメントの実施、環境基準より厳しい自

主基準を設定し、現状の環境への影響を最小限にとど

めるよう努める。 

平成25年11月20日 東部地区自治連合会長を対象にクリーンセンター建設計

画について説明 

 

平成25年11月25日

  

東部地区自治連合協議会から奈良市議会にあてに請願書

（奈良市クリーンセンター建設計画の最終候補地選定の

白紙撤回を求める請願書）が提出される（請願第５号） 

➡平成29年７月30日奈良市議会議員任期満了のため、審

議未了 

『請願の主な内容』 
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①東部地域の生活道路の確保について（交通車両増加に

よる道路交通の麻痺） 

②過疎化に対する問題について（道路事情悪化による住

民の地域離れ） 

③自然環境保護の問題について 

（東大寺、興福寺及び春日山原始林があること、最終処

分場があったことによる被害、産業廃棄物処理場があっ

たこと、産業廃棄物中間処理施設が存在することによる

被害があること） 

『当時の市の考え』（奈良市議会会議録より） 

①道路整備案を検討するとともに、渋滞対策としてパッ

カー車の台数を大幅に減らすためのリレーセンターの

設置を検討している。 

②施設整備等が、東部地域の里山とそこの生み出す農産

物資源など、地域の持つ豊かな自然や産業を生かした

中長期的な持続性のある起業が可能な環境を整える一

端を担うことができると考えている。地域振興、地元

雇用につながる附帯施設について検討している。 

③環境基準を遵守するだけでなく、より厳しい自主基準

を設定することで自然環境、文化財等への影響を最小

限に抑えるとともに、景観にも配慮した安心・安全な

施設として整備することが最も重要であるとの認識の

もと、建設計画を考えている。 

平成26年７月14日 東部地区地域ミーティングを実施 

・地域の課題や振興策の説明 

⇒地元自治連合会との協議の場を新たに設ける方向で検

討する。 

⇒通行する車両を減らすための施策が必要であると意見

される。 

平成28年６月１日 手貝町住民外９名から奈良市議会にあてに請願書（奈良

市ごみ焼却場（クリーンセンター）の中ノ川町東鳴川町

地区への移転計画の見直しを求める請願書）が提出され

る（請願第16号） 

➡平成29年７月30日奈良市議会議員任期満了のため、審

議未了 

『請願の主な内容』 
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①交通渋滞と交通安全上問題があること 

②市民の水がめ「緑ヶ丘浄水場」への影響が懸念される

こと 

③文化財と世界遺産の破壊につながること 

④奈良市観光への影響が懸念される 

『当時の市の考え』（奈良市議会会議録より） 

①般若寺交差点の改良と外環状線・奈良阪南田原線の延

伸、次に候補地周辺住宅地の交通量削減対策として中

ノ川町集落を迂回するバイパス道路の新設、通行車両

の安全対策として奈良阪川上線と国道369号線の交差

点付近の道路改良及び見通しの悪いカーブでの線形改

良等を検討している。 

②隧道に影響を及ぼさない施工を計画するのみならず、

これから以降、隧道の維持管理にも配慮するため、心

配されているような事態には至らない。 

③敷地内において、できる限り影響を及ぼさないよう敷

地立地のレイアウトを考慮するとともに、大気や雨水

に対する影響も最小限となるよう最新の環境技術と設

備を採用する必要があると考えている。 

平成28年７月28

日、７月31日 

東部地域を対象に意見交換会を実施 

・クリーンセンター施設基本計画（案）、国道369号等の

道路計画（案）の説明 

 

 

３－４ 広域化の検討へ 

東部地区自治連合協議会が協議の場を設けるための条件である国道369号の

４車線化について、対象道路が奈良県管理の国道であり、４車線化は将来交通量

及び費用対効果の面から困難である等のことから中ノ川町・東鳴川町での計画

を断念することとなるが、平成28年８月３日開催の第56回策定委員会において、

委員から「候補地を決定してから時間がかなり経過しているにもかかわらずク

リーンセンター建設事業が膠着状態である状況の中、現工場の稼働期間が30年

以上経過し老朽化が進んでいることから『ごみの区域外処理』や『ごみ処理の広

域化』について調査してみるのも一案である」との提言があったことから、平成

29年２月から大和郡山市・生駒市・平群町で開催されていた合同勉強会（第４回

以降）に参加することとした。  



26 

 

第４章 広域化の検討 

 

４－１ 概説 

日本においては、循環型社会を実現するため、廃棄物の減量化を促進し、安全

で適正に廃棄物を処理することができるような体制を整備することが大きな課

題とされている一方 、廃棄物を取り巻く状況としては、適正に処理するために

必要な施設の整備が進まず、悪質な不法投棄等の不適正処分が増大するなど深

刻な状況となっている。 

このような状況を踏まえ、ごみ処理の広域化については、平成９年に「ごみ処

理の広域化計画について」（平成９年５月28日付け衛環第 173 号厚生省生活衛

生局水道環境部環境整備課長通知。以下「平成９年通知」という。）が発出され、

ごみ処理に伴うダイオキシン類の排出削減を主な目的として、各都道府県にお

いて広域化計画を策定し、ごみ処理の広域化を推進することを国は求めている。 

上記の平成９年通知の発出後、全ての都道府県において広域化計画が策定され、

都道府県及び市町村によるごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化（以下

「広域化・集約化」という。）に向けた取組が進められてきた。 

第四次循環型社会形成推進基本計画（平成 30 年 6 月 19 日閣議決定）におい

ては、「我が国はこれまで経験したことのない人口減少・少子高齢化が進行しつ

つあり、「３Ｒの推進等により１人当たりのごみ排出量や最終処分量が着実に減

少しているところであるが、これに加え人口減少の進行によりごみ排出量は今

後さらに減少していくことが見込まれるところ、他方で廃棄物処理に係る担い

手の不足、老朽化した社会資本の維持管理・更新コストの増大、地域における廃

棄物処理の非効率化等が懸念されている。」等の課題を指摘している。このため、

廃棄物処理施設整備計画（平成 30 年 6 月 19 日閣議決定）においては、「将

来にわたって廃棄物の適正な処理を確保するためには、地域において改めて安

定的かつ効率的な廃棄物処理体制の構築を進めていく必要がある。」とした上で、

「このためには、市町村単位のみならず広域圏での一般廃棄物の排出動向を見

据え、廃棄物の広域的な処理や廃棄物処理施設の集約化を図る等、必要な廃棄物

処理施設整備を計画的に進めていくべきである。」としている。 

また、近年、我が国では平成 28 年熊本地震や平成 30 年７月豪雨等、毎年

のように大規模な災害が発生している。様々な規模及び種類の災害に対応でき

るよう、公共の廃棄物処理施設は、通常の廃棄物処理に加え、災害廃棄物を適正

かつ円滑・迅速に処理するための拠点と捉え直し、平時から廃棄物処理の広域的

な連携体制を築いておく必要がある。 

 

以上のように、将来にわたり持続可能な適正処理を確保していくためには、改
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めて、現在及び将来の社会情勢等を踏まえ、中長期的な視点で安定的・効率的な

廃棄物処理体制の在り方を検討することが必要となっている。 

平成28年８月に開催された策定委員会において、委員の方々から、「候補地を

決定してから時間がかなり経過しているにもかかわらず、クリーンセンター建

設事業が膠着状態である状況の中で、現工場の稼働期間が30年以上経過し、老朽

化が進んでいることから、ごみの区域外処理や広域化について調査をしてみる

のも一案である。」との提言をいただいた。 

そこで、本市は、平成30年より奈良県ごみ処理広域化合同勉強会に参加し、広

域化の検討を行った。 

 

 

４－２ 広域化の利点 

今後、人口減少に加えて、ごみの排出量の減少も見込まれる。そのような状況

において、市町村単独でのごみ処理を継続した場合、資源化率、エネルギーの回

収・利活用及びごみ処理事業経費等の観点での非効率化が懸念される。  

また、市町村の財政状況が一層厳しくなり、廃棄物処理に係る担い手不足も予

想される中で、住民生活に不可欠な廃棄物処理を持続可能なものとするために

は、より安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の構築を進めていく必要がある。 

 

ａ．施設整備費の削減  

広域化・集約化により、広域化・集約化に参画する市町村（以下「関係市町村」

という。）全体ではごみ処理施設数が減少する一方で、ごみ処理施設当たりの処

理能力は増加する。  

「廃棄物処理施設建設工事等の入札・契約の手引き」（平成 18 年７月 環境省）

では、“化学プラント建設工事の分野では、建設工事価格はプラント規模の 0.6 

乗に比例するという経験則が良く知られている。”としており、同様にごみ処理

施設の施設整備費にもスケールメリットが働くことが予想される。このため、処

理能力の合計が等しい場合、小規模施設を複数整備するよりも、集約した施設を

１施設整備する方が、施設整備費の総額はより安価になる。  

 

ｂ．処理費、維持管理費の削減  

処理能力が小さい場合でも、ごみ処理施設の運転にはある程度の人員が必要で

あり、ごみ処理施設の必要人員数にはスケールメリットが働くことが予想され

る。このため、上記と同様に、集約した施設を１施設整備する方が、人件費を含

む処理費や維持管理費の総額はより安価になる。  
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ｃ．エネルギーの外部供給による収入の確保  

エネルギー回収施設においては、広域化・集約化により、廃棄物エネルギーを効

率的に回収できるようになり、エネルギーの外部供給が可能となる。これにより、

エネルギーの外部供給による収入を確保でき、ごみ処理事業の収支改善に寄与

することができる。 

 

 

４－３ 本市におけるごみ処理広域化に係る検討経過 

大和郡山市・生駒市・平群町は、同時期に現有ごみ焼却施設の改修・建て替え

が必要となるため、広域処理も選択肢の一つとして考え、情報交換を行い、将来

のよりよいごみ処理運営について考えていくことを目的とした合同勉強会を平

成29年２月20日から開催していた。本市は、平成30年２月６日に開催した第４回

合同勉強会から参加した。 

 

年月日 参加自治体 内容 

平成29年２月20日 

(第１回合同勉強会) 

大和郡山市 

生駒市 

平群町 

 

 

1.ごみ処理の現状 

2.ごみ処理の課題について 

平成29年５月12日 

(第２回合同勉強会) 

1.奈良モデルについて 

2.他市町の参加について 

平成29年10月31日 

(第３回合同勉強会) 

1.各焼却施設の運営スケジュール 

2.奈良モデルについて 

3.奈良市の参加についての検討 

平成30年２月６日 

(第４回合同勉強会) 

奈良市 

大和郡山市 

生駒市 

平群町 

※この会より奈良市が参加 

1.奈良市のごみ処理の現状と課題

について 

2.これまでの協議内容整理と今後

の方向性について 

平成30年５月10日 

(第５回合同勉強会) 

奈良市 

大和郡山市 

生駒市 

平群町 

斑鳩町 

 

※この会より斑鳩町が参加 

1.斑鳩町の現状と課題について 

2.広域化に向けての課題について 

3.建設コストの比較 

平成30年７月４日 

(県内先進事例勉強会) 

天理市（山辺・県北西部広域環境衛

生組合） 

大淀町（さくら広域環境衛生組合） 

平成30年８月７日 

(第６回合同勉強会) 

1.視察を受けての意見交換 

2.広域化にむけて（組織体制・課題

の整理と確認） 

平成30年10月22日 

(第７回合同勉強会) 

中間報告書（案）について 
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平成30年11月６日 

(第８回合同勉強会) 

中間報告書（案）について 

平成30年12月25日 中間報告書を各市町の首長へ報告 

平成31年１月22日 

(第９回合同勉強会) 

中間報告書を首長へ報告したこと

を受けて 

平成31年２月19日 

(県外先進都市事例視

察) 

奈良市 

大和郡山市 

平群町 

高砂市（東播臨海地域２市２町での

ごみ処理広域化の取組） 

令和元年５月17日 

(第10回合同勉強会) 

奈良市 

大和郡山市 

生駒市 

平群町 

斑鳩町  

 

1.各市町の現状及び今後の進め方

について 

2.東播臨海広域市町村圏(高砂市・

加古川市・稲美町・播磨町)での

ごみ処理広域化の取組事例につ

いて 

令和元年12月25日 

(第11回合同勉強会) 

現在の状況及び今後の対応等につ

いて 

令和２年７月14日 

(第12回合同勉強会) 

広域化枠組みについて 

令和２年８月27日 

(第13回合同勉強会) 

・広域化枠組みについて 

・生駒市・平群町が合同勉強会から

離脱 

令和３年２月26日 

(第14回合同勉強会) 

奈良市 

大和郡山市 

斑鳩町 

３市町での焼却施設建設コストシ

ミュレーションについて 

令和３年９月７日 大和郡山市 大和郡山市が大和郡山市議会産業

厚生委員会において合同勉強会か

ら離脱を表明 

 奈良市 

斑鳩町 

循環型社会形成推進地域計画策定 

令和４年８月19日 斑鳩町 斑鳩町議会厚生常任委員会におい

て合同勉強会から離脱を表明 

 

 

４－４ 各市の広域化からの離脱理由 

 

１ 生駒市 

令和４年度から令和６年度に現有施設の基幹改良工事を実施する。その後、令

和21年度末まで、最長15年間にわたる外部包括運営委託を予定しており、令和12

年を稼働目標としている奈良市の提案スケジュールとは合わない。 
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２ 平群町 

平成４年から稼働している現有施設の老朽化が大変進んでおり、部分的な補

修対応だけでは、今後、この合同の新しいクリーンセンターができるおおよそ10

年先まで現行施設を引き延ばすということが困難である。 

 

３ 大和郡山市 

候補地周辺の大和郡山市側の８自治会から、候補地でのごみ処理に反対し、広

域化の合同勉強会から脱退するようにと要望書が大和郡山市長宛てに提出され

たことから、大和郡山市は住民の明確な意思表示であるこの要望を重く受け止

め、合同勉強会からの離脱を表明。 

 

４ 斑鳩町 

奈良県がオブザーバーとして参加する中で合同勉強会の実務者会合などを開

催し、イニシャルコスト、ランニングコストなどの負担割合について、ごみ量割

を案として提示し、斑鳩町にとって現状の搬出コストと比較して非常に有利な

ものを提案した。さらに、他自治体の広域化事例と同様に、枠組みを確定した上

で、最終的な費用の負担については調整していく旨の提案をした。 

また、令和４年７月19日には斑鳩町役場において副首長レベルでの協議を実

施し、広域化の実現に向け、用地取得交渉、また地元周辺住民への説明及びその

対策についても奈良市側で責任を持って行うという考えを伝え、費用について

も、これまでの合同勉強会で作成してきた以上の数値については現時点で見通

すことができないことから、示すことは困難であることをご理解いただいた認

識であった。 

その上で、再度、費用負担案の議論を進めていたところでは、斑鳩町にとって

は示されている条件は好条件であり、町としてもっと協力できることはないの

かというような話も斑鳩町からいただいた。 

しかし、８月19日に開かれた斑鳩町議会厚生常任委員会において、費用負担に

ついて議会から説明を求められており、奈良市からの内容では理解を得ること

ができないため、勉強会から離脱をすると町長が判断し表明した。 
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第５章 現在の動き 

 

５－１ 七条地区が策定委員会に是認されるまでの経過 

斑鳩町が合同勉強会から離脱したことにより、本市は再び単独でのクリーン

センター建設を目指すこととなる。市は、候補地選定のあり方について検討し、

収集運搬効率やアクセス道路の利便性、法的規制や住居との離隔などを考慮し

た上で、あらためて七条地区を新クリーンセンターの有力な移転候補地とする

ことと判断した。 

また、策定委員会において、このことについて審議していただき、令和６年５

月に開催された第65回策定委員会では、『七条地区は、策定委員会で議論された

「候補地の選定における基本条件」及び「面積要件」に合致している』こと、及

び『市が、七条地区で、事業を進めることを是認する。』との取りまとめがなさ

れた。 

七条地区が策定委員会に是認されるまでの経過を下記に示す。 

 

時期 事項 

令和４年９月７日 

(第59回策定委員会) 

・ごみ処理広域化合同勉強会から斑鳩町が離脱した

旨の報告 

・奈良市単独建設への方針について報告 

令和５年１月25日 ・追分自治会外１団体から追分地区への誘致要望が

提出される 

令和５年２月13日 

(第60回策定委員会)～ 

令和５年５月29日 

(第63回策定委員会) 

・基本構想（案）について審議 

⇒令和５年９月に基本構想を公表 

・追分地区の追加検討について 

⇒追分地区は候補地としては厳しいと取りまとめ 

令和５年８月18日 

(第64回策定委員会) 

・七条地区について審議 

⇒「委員の総意として、七条地区を市が選んだので

あれば是認するという姿勢であったかと思う」と

の委員長総括 

令和５年９月 奈良市新クリーンセンター施設基本構想を策定 

令和６年２月26日 新クリーンセンター施設整備基本計画（案）概要版、

新クリーンセンター事業概要書を公表 

令和６年３月29日 

   ～５月31日 

新クリーンセンター施設整備基本計画（案）を公

表するとともにパブリックコメントによる意見募

集を実施 

→4,823件の意見が提出される 
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令和６年５月10日 

(第65回策定委員会) 

【採決】いずれも賛成８（委員長を含む）、反対４ 

１．七条地区は、策定委員会で議論された「候補地

の選定における基本条件」及び「面積要件」に

合致している 

２．市が、七条地区で、事業を進めることを是認す 

る 

令和６年６月12日 ・第65回策定委員会後、委員長より報告書を市長に

提出 

【報告内容】 

１．七条地区は、策定委員会で議論された「候補地

の選定における基本条件」及び「面積要件」に

合致している 

２．市が、七条地区で、事業を進めることを是認す

る 

 

 

５－２ 奈良市議会への請願の提出 

七条地区を候補地として事業を進めようとするなか、七条地区での建設に反

対する請願４件、環境清美工場の速やかな移転を求める請願１件が奈良市議会

に提出され、令和６年６月定例会において、全て採択される。 

 

時期 事項 

令和５年８月１日 

 

都跡地区自治連合会から奈良市議会あてに請願書が提

出される（請願第４号） 

令和５年12月４日 七条東自治会から奈良市議会あてに請願書（新クリーン

センターの七条地区への建設に反対する請願書）が提出

される（請願第７号） 

令和６年２月９日 左京地区自治連合会から奈良市議会あてに請願書（環境

清美工場の移転について）が提出される（請願第８号） 

令和６年５月13日 七条東オリエント自治会から奈良市議会あてに請願書

（七条地区への新クリーンセンター（ごみ焼却場）建設

計画に反対する請願書）が提出される（請願第９号） 

令和６年５月23日 辰市地区自治連合会から奈良市議会あてに請願書（七条

地区への新クリーンセンター（ごみ焼却場）建設計画に

反対する請願書）が提出される（請願第10号） 
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なお、請願とは、日本国憲法第16条に規定される、希望を述べる行為である。

そのため、法的に拘束されるものではないが、請願の相手方は、慎重に取り扱う

べきものとなっている。 

 

日本国憲法 

第１６条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は改

正その他の事項に関し、平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたためにい

かなる差別待遇も受けない。 

 

請願は、希望を述べる行為であり、法的に拘束されるものではないが、請願の相手方は

職務を遂行する上で慎重に取扱うべきものである。 

 請願が採択された場合でも、請願者は、その履行を要求することはできない。 

 請願制は、元来、請願者に請願事項の実現に関する要求権までも保障する趣旨をもって

いるものではない。したがって、採択されたとしても、請願者は、その履行を法的に要求

する権利を取得するものではない。 

 採択された請願が当該地方公共団体の長、その他の執行機関が措置することが適当と

認められる場合、議会は、これらの機関に送付しなければならない。請願事項の実現が議

会の直接の任務、権限に属しない以上、このような送付の措置が適当であるからである。 

 送付を受けた執行機関は、請願法五条の規定に基づいて「誠実に処理しなければならな

い」。しかし、必ずしも請願事項を実現すべき義務を負わないことは、議会による採択の

場合と同様である。※  

※成田頼明・園部逸夫・金子宏・塩野宏・磯部力・小早川光郎編集「注釈地方自治法」

p.2141-p.2147〔元執筆担当・菊井康郎、現執筆担当・園部逸夫〕(第一法規，昭和60年)

〔最終加除 平成20年〕 
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七条地区に建設を反対する主旨の請願(請願第４号、第７号、第９号及び第10

号）採択への賛否の理由（抜粋） 

賛成 ・七条地区は、広域化を前提として選定された建設候補地であり、広

域化でないのであれば、もう一度奈良市全体から候補地を検討し、

そのプロセスや客観的に見た合理性を示すべき。 

・七条地区は、奈良県立奈良養護学校が隣接しており、公害調停に定

める候補地としての条件に違反をしている。奈良県立奈良養護学校

の移転について、県と合意を交わしているが、仮に移転ができなけ

れば、公害調停に違反することにもなりかねない。 

・洪水浸水想定区域に建設をすることは、対策費が必要になる。 

・新クリーンセンターは眺望景観にも大きな影響を与えるものである

が、基本計画では十分に検証されたとは言えない。 

反対 ・周辺整備も含めた建設費用や環境への影響など、調査を行った上で

最終的に判断が必要である。（請願第４号、第７号） 

・クリーンセンター建設計画策定委員会が決定した候補地選定条件や

収集運搬効率など、一定の条件を踏まえて選定をされた七条地区

は、広域化が頓挫したからといって全く合理性が失われたというふ

うには言えない。七条地区での建設を現時点で反対し、可能性を消

すことは、建設的ではないと考えている。市には、七条地区が有力

候補として選定されたそのプロセスについて速やかに明示するこ

とを求める。(請願第４号、第７号) 

・現地建て替えを示唆する内容が含まれていることは容認できない。

（請願第10号） 
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環境清美工場の速やかな移転を求める主旨の請願(請願第8号)採択への賛否

の理由（抜粋） 

賛成 ・公害調停は市民と市が交わした約束であり、法的拘束力がある。 

反対 ・環境清美工場の稼働に伴う生活の被害発生の有無の質疑に対して、

明確な答えがない。 

・より低コストで将来に巨額な負担を残さないため最善策はないもの

かと、また請願が何本も出てきているのは、策定委員会においても広

域化が頓挫してから候補地選定に進展がなく、運営がままなっていな

い状況が要因だと思い、現地建て替え等も踏まえた中で再検討できな

いものかという思いに至った。 

 

 

５－３ 策定委員会に建設用地の選定方法について諮問 

 市として、事業を進めるため努めてきたが、奈良市議会において事業推進のた

めの予算が認められなかったことや、候補地選定のプロセスに疑義があること、

候補地の評価検討と選定を再度策定委員会で行うことを要求する等の意見をい

ただいたこと、請願が採択された際の市議会での意見を真摯に受け止め、慎重に

判断できるよう策定委員会に改めて協議していただく必要があると考えたこと

から、用地の選定方法について、策定委員会に改めて協議・検討していただくた

め、諮問をした。 

 

奈良市議会における策定委員会に係る意見（抜粋） 

・奈良市クリーンセンター建設計画策定委員会における候補地を選定すると

いう決定、それが唯一の選定する方法であると認識している。 

・建設候補地について、調停条項に基づき策定委員会において、審議し、決定

されるべき。 

・策定委員会における多角的かつ専門的な視野が加わっての議論を経て、候補

地を選定する必要がある。 

・クリーンセンター建設計画策定委員会において、複数の候補地を挙げて、専

門的知見も活用しながら、様々な角度から比較検討し、策定委員会の中で、

結論を導き出し市に答申するという、本来の候補地選定の在り方に立ち戻

るべき。 

・七条地区への建設反対の請願が賛成多数で採択をされた結果を、策定委員会

の委員に速やかに報告し、策定委員会としての考え方等を再度議論しても

らうべき。 

・策定委員会が、改めて候補地選定を公平公正に行っていただくことを切にお
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願いしたい。 

・第三者委員会であるクリーンセンター建設計画策定委員会での総合的な再

検討が必要である。これはゼロからの検討ではなく、これまで検討された候

補地及び現在の候補地を踏まえて整理するとの位置づけになろう。ぜひと

も原点に立ち返って、その取組をお願いする。 

・策定委員会で、これまで市内から複数候補地を選定し、期間評価、検討され

た資産という形でそれを活用しながら、市内全域を見据えた複数の候補地

を並行して比較、評価した結果を市民に説明していくことで、納得も得られ

やすいのではないか。策定委員会で御検討、御議論いただければと思う。 

・策定委員会において、３、４か所候補地を選定し、公明正大に審議していた

だきたい。 

・公害調停条項の第１条第１項第２号に、平成20年３月末日を目標として、新

施設の用地の候補地を選定するものとし、用地の選定方法については、公募

も視野に入れ、移転建設策定委員会において決定するというふうにうたわ

れている。 

・広域化構想が頓挫したならば、七条地区を、一旦は候補地から除外して、改

めて策定委員会において、その七条地区も含めて、候補地選定に取りかかる

ことから始めるべきだ。 

・単独での事業となる場合の候補地選定は、クリーンセンター建設計画策定委

員会に諮って審議していくべき。 

・策定委員会で用地選定しなおすべき。 

・策定委員会での審議を一刻も早く開催し、集中的に審議すべき。そのために

は、足踏みするような議論は早々に解決していただきたい。 

・複数案を検討し、その中から答申していただきたい。七条地区に優位性をも

たせずにフラットに議論することが重要。七条地区は広域化を前提として

いることや、平成19年の中間報告を見ると、１次選定の25カ所から２次選定

にいくところで条件から外されている。当時と現在では事情は異なるとは

思うが、そういった過程を踏まえて、次の策定委員の間で議論が尽くせるよ

うに努めていただきたい。 
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５－４ 策定委員会による建設用地の選定方法についての答申 

第66回策定委員会から第70回策定委員会において、クリーンセンター建設用

地の選定方法に関することが審議された。まず、候補地の絞り込みを行うために、

候補地の「選定の条件」を定められた。この条件については、相当な時間を費や

し様々な条件や規制を考慮されたうえで練られた過去の候補地選定に係る審議

内容を尊重することとし、過去の策定委員会で定めた１次選定の基準を適用し、

候補地の絞り込みが行われた。 

この結果、令和７年３月24日に開催された第69回策定委員会において、奈良市

全域から７箇所の候補地に絞り込まれ、この７候補地について、総合評価点によ

る比較評価が行われた。 

候補地の比較評価基準の考え方については、過去の策定委員会における比較

評価基準の考え方や各評価項目の重み付けをベースとし、定められた候補地の

比較評価基準をもとに７箇所の候補地について総合評価した結果、総合評価点

が高かった順に、候補地２（七条町）、候補地３（北之庄町）、候補地１（大和田

町）の３箇所が新クリーンセンター建設地として適しているとの答申が提出さ

れた。 

第66回策定委員会から答申が提出されるまでの経過及び答申書を下記に示す。 

 

時期 事項 

令和６年11月６日 

(第66回策定委員会) 

【諮問】 

奈良市議会から「策定委員会において複数の候補地か

ら専門的な知見も活用しながら、比較検討すべき」「策

定委員会において改めて候補地選定を公平公正・公明

正大に審議すべき」など選定のプロセスについて意見

があったことから、奈良市が策定委員会に奈良市新ク

リーンセンター建設用地の選定方法について諮問。 

【決定又は取りまとめ事項】 

１．過去の策定委員会での１次選定における候補地選

定基準を基に、再度候補地の選定作業を進める。 

２．新斎苑の覚書に該当する地域については、候補地

から除外する。 

３． １次選定からの時間経過を踏まえ、時代や状況の

変化を加味したうえで候補地の絞り込みを行う。 

令和６年12月20日 

(第67回策定委員会) 

【決定又は取り纏め事項】 

１．10ha程度の空き地を抽出する条件について、以下

のとおりとする。 
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・住宅地は空き地としない。 

・今後の開発予定について、令和６年11月時点に奈良

市開発指導課に届け出があったものについて反映

する。 

２．学校、病院等の300m以内を除外エリアとする条件

について、以下のとおりとする。 

・300m以内に近接しない施設として、認定こども園を

追加する。 

・廃止が公表されている学校等の施設について、対象

施設から削除する。 

・休止中の学校については状況を確認のうえ、対象施

設から削除する。 

・駐車場は敷地に含めない。 

３．歴史的風土保存区域、風致地区、自然公園地域、

環境保全地区、鳥獣保護区、水道水源特定保護区

域を除外エリアとする。 

４．都市公園、国営総合農地開発事業地区・ほ場整備

事業地区を除外エリアとする。 

５．収集運搬コストが1.2倍以上となる地域は除外エ

リアとする。 

６．過去の策定委員会で除外された山間部の区域を除

外する。 

７．新斎苑覚書に記載された小学校区等を除く。 

８．七条地区は候補地として、除外しない。 

令和７年１月28日 

(第68回策定委員会) 

【決定又は取り纏め事項】 

１．収集運搬コストが1.2倍以上のエリアを除外エリ

アとした条件について、再度議論する。 

２．抽出された候補地について、今後は総合評価を行

う。 

３．総合評価における比較評価項目について、以下の

とおりとする。 

・第30回策定委員会資料の総合評価における資料63-1

「候補地の比較評価基準」、資料63-2「総合評価点の

集計」の評価項目の重み付けをベースとする。 

・「災害リスク」の項目を追加する。 

・災害対策のコストは「施設整備に係る費用」の項目
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で評価する。 

・「住民からの意見及び請願」の項目を追加し、「景観

への影響」、「文化財への影響」といった観点とする。 

・「候補地の応募状況」の項目を削除する。 

令和７年３月24日 

(第69回策定委員会) 

【決定又は取り纏め事項】 

１．⑤－５（山町・柴屋町）、⑥－１（川上町・中ノ川

町・長尾町）、⑥－２（中ノ川町・東鳴川町）を追

加検討箇所とする。 

２．候補地の比較評価基準（案）について、以下のと

おりとする。 

・住宅の近接状況について、過去の策定委員会におけ

る候補地の比較評価基準の考え方を踏襲する。 

・道路交通への影響について、令和３年度一般交通量

調査結果等の最新のデータを反映した、各候補地の

混雑度及び将来の増加率について、それぞれの最大

値と最小値から算定した評価基準値に更新する。 

・施設配置の制約について、過去の策定委員会におけ

る候補地の比較評価基準の考え方を踏襲する。 

・市民持込の利便性について、焼却処理量や人口、車

両維持管理費、燃料費、小学校通学区域等について

令和４年度のデータを反映し、算定した候補地の収

集運搬コスト比率の最大値と最小値を基に評価基

準値を更新する。 

・用途指定の状況について、過去の策定委員会におけ

る候補地の比較評価基準の考え方を踏襲する。 

・土地利用の現況について、過去の策定委員会におけ

る候補地の比較評価基準の考え方を踏襲する。 

・維持管理、収集運搬にかかる費用について、過去の

策定委員会における計算方法を用い、焼却処理量や

人口、車両維持管理費、燃料費、小学校通学区域等

について令和４年度のデータに基づき、費用を更新

し、各候補地の最大値と最小値から算定した基準値

に更新する。 

・施設整備にかかる費用について、過去の策定委員会

と同様の項目に加えて、災害対策にかかる費用を加

味した施設整備にかかる費用を算出し、各候補地の
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最大値と最小値から算定した基準値を仮に設定す

る。 

・廃棄物処分場があることによる影響について、過去

の策定委員会における候補地の比較評価基準の考

え方を踏襲する。 

・土地の所有者数について、最新の登記簿より10ha あ

たりの所有者数を反映し、各候補地の最大値と最小

値から算定した基準値に更新する。 

・災害リスクについて、災害リスクに応じて、減点す

る点数を変更する。アクセス道路の代替ルートがな

い場合は、アクセス道路の災害リスクも含めて評価

し、候補地の敷地内とアクセス道路ともに、同じ災

害リスクがある場合はダブルカウントしない。 

・その他住民からの意見及び請願で指摘された事項に

ついて、重点眺望景観の眺望景観保全区域の該当数

に応じて減点する。また、重点眺望景観の眺望景観

保全区域の構成図上、明らかに大和郡山市の清掃セ

ンターがかかる場合にさらに減点するが、どの程度

減点するかは次回以降に議論する。 

・各候補地の採点について、事務局が行う。 

令和７年４月16日 

令和７年４月21日 

令和７年４月22日 

令和７年４月30日 

(候補地現地視察) 

・７候補地の現地視察を実施 

候補地１：大和田町 

候補地２：七条町 

候補地３：北之庄町 

候補地４：今市町・池田町 

候補地５：山町・柴屋町 

候補地６：川上町・中ノ川町 

候補地７：中ノ川町・東鳴川町 

令和７年５月２日 

(第70回策定委員会) 

【決定又は取りまとめ事項】 

１．候補地の比較評価基準（案）について、以下のと

おりとする。 

・市民持込の利便性、施設整備にかかる費用及び維持

管理、収集運搬にかかる費用について、収集運搬コ

ストを都跡校区比から現施設比に変更する。 

・施設整備にかかる費用と維持管理・収集運搬にかか

る費用を合算し、７段階評価する。 
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・その他住民からの意見及び請願で指摘された事項に

ついて、重点眺望景観の構成図上、明らかに大和郡

山市の清掃センターがかかる場合、さらにマイナス

１点とする。 

２．総合評価点の集計の結果、以下のとおりとする。 

・候補地１ 大和田町453点。 

・候補地２ 七条町505点。 

・候補地３ 北之庄町456点。 

・候補地４ 今市町・池田町331点。 

・候補地５ 山町・柴屋町320点。 

・候補地６ 川上町・中ノ川町348点。 

・候補地７ 中ノ川町・東鳴川町352点。 
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第６章 環境清美工場について 

 

６－１ 環境清美工場の歴史 

左京五丁目２番地に、昭和46年12月に１日360ｔ（120ｔ×３基）の焼却処理能

力をもつ清掃工場（施設は解体済み）を建設した。しかし、年々増加するごみ量

と、ごみ質の多様化に対して、昭和55年度・56年度の継続事業として１日120t焼

却炉を１基増設した（焼却炉は現・環境清美工場１号炉）。 

昭和57年から昭和60年度にかけて、１日120ｔ処理能力を有する新焼却炉３基

（現・環境清美工場２号炉、３号炉及び４号炉）を建設し、昭和60年８月に竣工

した。清掃工場の旧炉３基は廃止し（施設は解体済み）、現・環境清美工場は、

清掃工場の増設１炉（現・環境清美工場１号炉）と合わせて４基（１日480ｔ規

模）体制となった。 

また、平成12年１月にダイオキシン類対策特別措置法が施行され、ダイオキシ

ン類の規制値が厳格化されることに伴い、平成14年３月には、ダイオキシン削減

対策工事を実施した。 

現在の焼却処理施設は、昭和57年度に稼働を開始し、竣工後約43年が経過し、

中核市の中では、５番目に古い施設となっている。 

 

 

６－２ 奈良市の廃棄物処理の状況 

 本市では、令和４年３月に「奈良市一般廃棄物処理基本計画」を改訂し、令和

元年度のごみ搬入量及び処理量を基準として、令和13年度までにごみ搬入量・焼

却処理量・最終処分量をいずれも約１／５ずつ削減する目標を掲げている。この

目標達成に向け、市民や事業者と連携しながら、多角的な施策を展開するととも

に、「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」に基づくプラスチッ

ク資源への対応や「食品ロス削減推進法」による食品ロス削減の取組等、社会情

勢の変化を踏まえた目標の設定も行っている。 

まず、ごみ排出量の推移について、令和６年度の環境清美工場へ搬入された一

般廃棄物の量は79,050トンで、そのうち家庭系ごみが48,968トン、事業所系ごみ

が30,082トンである。ここ数年、ごみ量は年々減少しており、この背景には、Ｓ

ＤＧｓに代表される社会全体としての環境意識の高まりや、企業によるラベル

レス、詰替ボトルなどの商品開発の推進、及び本市が長年実施してきたごみ削減

と３Ｒ推進策の啓発の効果などが要因と考えている。 
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ごみ搬入量の推移（平成２年度～令和６年度） 

 

 奈良市の家庭系ごみは、燃やせるごみ・燃やせないごみ・大型ごみ・有害ごみ

及び再生資源（プラスチック製容器包装・びん・かん・ペットボトル・飲料用紙

パック）の９種12分別（びんは無色透明・茶・その他の色別及び生きびんの４つ）

で収集を実施している。燃やせるごみ・燃やせないごみ・再生資源は、ステーシ

ョン収集を実施しており、大型ごみ・有害ごみは、申込みによる戸別収集を実施

している。 

なお、有害ごみとして戸別収集している電池類は拠点回収も実施しており、市

内36箇所に電池回収ボックス（一次電池用と二次電池用）を設置している。同様

に使用済小型家電についても拠点回収を実施しており、市内39箇所に回収ボッ

クスを設置している。また、令和５年８月より、環境清美センターに持ち込まれ

る「燃やせないごみ」の中から使用済小型家電を選別し、回収する取り組みを開

始し、ごみの減量と資源化の促進に取り組んでいる。 

次に、廃棄物の処理は、奈良市環境清美センターにて行っており、また、同セ

ンターから排出される焼却灰等については、南部土地改良清美事業（第二工区）

に設置された一般廃棄物最終処分場や、大阪湾広域臨海環境整備センター大阪

沖埋立処分場にて適正に最終処分されている。 

その他、ごみの減量、リサイクル及び適正処理、循環型社会の実現に向け、更

なるごみの減量及びリサイクルと適正処理を進めることで、ごみ処理施設の延
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命化と維持管理経費の縮減を目指している。そのためには、市民のごみ処理への

関心を高め、日頃から主体的に取り組んでもらうことが重要であり、ごみの減量

についての啓発活動と教育の充実だけでなく、地域とともにごみを減らす取組

を進めている。 

（資料編２ 資料２－１：令和７年度奈良市一般廃棄物処理実施計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－３ 焼却炉停止の状況 

 焼却炉については、昭和57年度に使用を開始し竣工後約43年が経過しており、

長期稼動による設備・機器の劣化が広範囲にわたり、視認不可能な細部にまで劣

化が進行している。老朽化が進み、焼却処理能力が低下していくなかで、故障の

発生と修繕の為の運転停止という状況が発生することは、環境清美工場を管理

運営していくうえで避けられない状況である。 

近年は、小規模の故障も踏まえると、１日以上の焼却炉停止を伴った故障は頻

繁に発生しており、早期に対策が必要な状況である。 

 そのような状況の中で、比較的小規模な補修や修理については、市民生活に影

響が出ないよう順次、計画的に行っており、また突発的な故障などが発生した場

合はごみ処理に支障が出ないよう、職員が日々対応している。 

しかし、更なる老朽化は避けられず、老朽化による焼却処理能力の低下や故障

による影響は、年々大きくなっており、令和３年８月には、環境清美工場から搬

出し、ばいじん処理物の処分先である大阪湾広域臨海環境整備センターへ搬入

された、ばいじん処理物から基準値を超えるダイオキシンが検出されたことに

伴い、８月23日に焼却炉を全炉停止した。 

生ごみ(食品ロ

ス)2%

生ごみ(調理くず

等)37%

紙類(再生

可)19%

紙類(再生不

可)20%

プラスチック

類10%

その他12%

令和6年度 家庭系可燃ごみ組成分析表
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焼却炉の停止以降もごみの受け入れは止めることができないため、通常どお

りごみの搬入を実施するとともに、焼却炉の再稼働までごみ処理を他自治体に

受け入れてもらう区域外処理を、５自治体の処理施設と２民間処理施設に協力

を得て対応した。その後、令和３年10月１日より平常時のごみ処理を再開した。 

 また、令和５年６月には、３号炉のガス冷却塔下シュートの本体の劣化・腐食

やクリンカー（ごみの焼却時に灰や不燃物が熱によって軟化・溶融し、塊状に固

まったもの）、焼却灰の堆積により、シュートの耐火物と躯体が崩落し、緊急補

修を行った。この修繕には、４～５ヵ月程度の期間を要する見込みとなり、かつ、

同時期に１号炉がオーバーホール中であったことから、９月上旬までは２号炉

及び４号炉での２炉運転となった。その影響で搬入されたごみの全量を焼却処

分することができず、ごみピット貯留可能量を超過する見込みとなった。 

そのため、処理が困難となったごみを他市等で処理する区域外処理について、

２自治体の処理施設と民間処理施設に協力を得て対応した。その後、令和５年９

月２日より平常時のごみ処理を再開した。 

 

＜区域外処理の詳細＞ 

実施期間 処理量（ｔ） 処理費用総額

（千円） 可燃ごみ 不燃ごみ 合計 

令和３年８月31日 

から９月30日 
6267.34 － 6267.34 209,570 

令和５年７月15日 

から９月１日 
3474.68 894.85 4369.53 168,430 

 

ガス冷却塔下シュート（令和５年７月時点）の状況 

本体の劣化・腐食やクリンカー、焼却灰等の堆積により、シュートの耐火物と躯

体が崩落している状態 
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６－４ 改修の状況 

 本市の焼却処理施設は、老朽化が進むなか、安定的かつ安全な運転を維持する

ため、定期的な補修及び整備だけでなく、点検等で劣化や腐食が確認された設備

修繕を実施してきた。 

 また、一般的に環境清美工場のような廃棄物処理施設の耐用年数として、環境

省から発行された廃棄物処理施設長寿命化計画では、廃棄物処理施設を日常的・

定期的に適切に維持管理しながら、稼働後10年から15年の時点で、比較的耐用年

数の短い重要機器・設備を更新する改修を実施することにより、10年程度の延命

が図られるとしている。 

 しかし、環境清美工場焼却炉については、昭和57年度に使用を開始し「廃棄物

処理施設長寿命化計画作成手引き」が発行された平成22年３月時点では、竣工後

約28年が経過している状況であるとともに、公害調停にて和解したことで、和解

条項としては、目標として平成22年度末には用地を確定し、すみやかに建設工事

に着手するとしていたことからも、基幹的な改修ではなく、現在にいたるまで緊

急的な維持補修等を施し焼却炉の維持継続を図ってきた。 

結果として、現在も手引きを準拠する対策もとれないほど老朽化が進んでい

る。 

しかし、焼却炉の長期稼働により劣化範囲は広範囲にわたり、見えない範囲の

細部まで劣化が進行していることから、令和３年度に焼却炉プラント調査を実

施し、プラント調査の結果を受けて、令和３年度及び令和４年度で緊急を要する

維持補修を行った。 

 その後も緊急補修や更新工事を随時行っており、主な内容としては１号炉ガ

ス冷却塔下シュート改修工事、１号炉煙道サイレンサー更新補修、２号炉誘引送

風機インバータ取替工事、バグフィルタダンパ取替工事等を行っている。 

（資料編２ 資料２－２：老朽化した焼却処理施設の現況について） 

 

 

６－５ 公害調停との関係 

平成15年８月に、現環境清美工場周辺住民の方々からごみ焼却による環境汚

染の問題等、５つの争点を主張とした公害調停が奈良県公害審査会に申請され

た。平成15年調第１号奈良市一般廃棄物焼却処理施設に係る調停事件において、

申請人の調停を求める事項は、環境清美工場の焼却処理施設の稼働に伴う大気

汚染による申請人らの健康及び生活上の被害を根絶するため、同施設の操業を

停止し、同施設の移転を求めるものだった。 

平成15年12月22日の第一回調停期日から、現地確認も経て20回にわたる調停

期日を開催し、協議を重ね、その間、環境汚染、施設の立地問題、移転約束、住
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民間不平等、基本計画の不合理性等々を争点に双方から主張、説明、検証を行っ

た。平成17年12月、最終的に現環境清美工場周辺住民3,524名から成る公害調停

申請人と奈良市との間で、移転建設を趣旨として公害調停が締結された。 

なお、この調停条項案については、平成17年12月定例会において、全会一致で

受諾することを決定したうえで、締結されたものとなる。 

 

 調停の主な内容 

 

１ 循環型総合リサイクル施設としての新しいごみ焼却施設（以下「新施設」 

という。）の建設計画をできるだけ早期に策定し、次の手順で本件ごみ焼却 

施設の移転を実施する。 

新施設の竣工・稼働後、直ちに本件ごみ焼却施設の操業を停止するとともに、 

操業を停止後、速やかに同施設の解体、撤去に着手し、土壌汚染の調査を実 

施する。 

一 平成18年３月末日までに、新施設を建設するためのごみ焼却施設移 

転建設計画策定委員会（以下「移転建設計画策定委員会」という。）を設 

置する。  

二 平成20年３月末日を目標として、新施設の用地の候補地を選定する 

ものとし、用地の選定方法については、公募も視野に入れ、移転建設計画 

策定委員会において決定する。 

三 平成23年３月末日を目標として、環境アセスメント手続きを経た上 

で、新施設の用地を確定（所有権又は用益権の取得）する。 

四 新施設の用地確定後速やかに、新施設の建設工事に着手する。 五 新施 

設の建設工事着手後４年以内を目標として、新施設を竣工、稼動し、本件 

ごみ焼却施設の操業を停止する。 

２ 新施設の建設にあたって、前項二ないし五記載の各目標期限までに当該事 

業の実施を妨げる合理的かつやむを得ない事由が生じたときは、被申請人は、 

移転建設計画策定委員会に諮り、上記目標期限の見直しを含め、適切な対策 

を講じる。 

 

そのため、現環境清美工場は、公害調停による移転建設を前提条件としてある

ことをふまえつつ、これまで基幹的な改良を見送らざるを得ず、必要最低限の修

繕を繰り返し行ってきた。 
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６－６ 環境清美工場における維持補修経費 

老朽化が進むなか、安定的かつ安全な運転を維持するため、環境清美工場の維

持補修にかかる経費として、平成29年度には約６億５千万円の修繕費を充てて

いたが、施設の老朽化に伴い、安定的かつ安全な運転を維持するために定期的な

補修及び整備の実施以外にも、点検等で劣化や腐食が確認された設備修繕を実

施してきた。特に令和３年度から令和５年度は約10億円、の修繕費を充てている。 

 これ以上のごみ処理にかかるコストの上昇は、財政的にも大きな懸念となっ

ている。さらに、これまでの維持補修は、事後保全に過ぎず、施設の延命化に繋

がる予防保全のための維持補修はできていないのが現状である。 

 

 

これらの状況を鑑み、新クリーンセンターの早期建設が必須であるものの、そ

れまでの間、最低限現工場の稼働を継続させるためにも、現在大規模改修を実施

している。 

 

 

６－７ 環境清美工場の現状と今後の見通し 

大規模改修工事の契約期間は、令和５年12月20日から令和９年３月22日まで

で、３号炉及び４号炉並びに共通設備についても集中的に改修を実施している。 

工事に関する進捗については、現在３号炉設備更新工事を行っており、令和７

年度の予定は、３号炉設備更新工事が10月末で完了し、仮設工事ののち12月から

４号炉設備更新工事を実施予定である。 

654 693 781 802
1039 975 1044

2937

2041

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

環境清美工場における維持補修経費

単位：百万

※H29～R5は決算額、R6・R7は予算額（大規模改修工事予算を含む）
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令和８年度には、４号炉設備更新工事のほか、共通設備更新工事を予定してお

り、令和８年12月の稼働を見込んでいる。 

大規模改修工事後の焼却炉の稼働体制は、４炉稼働体制を維持しながら、通常

は３炉稼働を行うことで安定的な焼却処理体制を構築することを目指している。 

３・４号炉は通常時稼働し、２号炉は、３・４号炉の補助として使用する。な

お、１号炉は、緊急時等に対応する予備炉として使用する。  

 しかし、工場全体として見た場合、建屋や１号炉及び２号炉、その他付帯設備

は今回の改修の対象ではなく、これらの老朽化も著しいことから、今後10年程度

の稼働しか見込めない状況である。 

いずれにしても、新クリーンセンター建設が急務である。 

（資料編２ 資料２－３：環境清美工場焼却施設大規模改修工事について） 

 

 


